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（単位：円）

529,312,303

当期総損失 529,312,303

Ⅱ　損失処理額

積立金取崩額 207,912,296

Ⅲ　次期繰越欠損金

321,400,007

損失の処理に関する書類

Ⅰ　当期未処理損失
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11,712,969,964
443,197,073

71,331,987
149,578,245

 244,815,590
44,429,100

 3,608,951,944 
8,567,738,835

4,890,775,291
 46,462,365
700,680,396
222,623,493
 60,693,266

44,429,100
 2,171,375,695 

3,579,976,954

4,777,532,953
 3,579,976,954

 1,197,555,999 
3,790,205,882

 4,987,761,881 
 330,668,925

38,298,845 
4,695,391,801
4,695,391,801

 4,695,391,801

11



443,197,073
71,331,987
46,462,365 

513,437,539

 21,885,055
 1,052,543,909

 1,437,576,249 

62%
26%
13% 

 100%
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９．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

 

１０．減損に関する事項 

減損の兆候が認められた固定資産 

用途 深海調査研究船「かいれい」 

種類 船舶 

場所 神奈川県横須賀市夏島町 2 番地

１５ 

期末帳簿価額 ３２２，７７０，５０５円 

使用をしなくなる日 未定 

使用をしないという

決定を行った経緯及

び理由 

船体の老朽化が著しいことか

ら、研究船としての業務及び機

能を機構所有の他の船舶に移転

するとともに、使用しないこと

を決定しました。 

使用しなくなる日の

帳簿価額 

※ 

使用しなくなる日の

回収可能サービス価

額 

※ 

減損額の見込額 ※ 

      （注）※ 将来の使用しなくなる日が未定のため、不明です。 

 

 

１１．資産除去債務に関する事項 

   石綿障害予防規則に基づき、当該法令に定める範囲の撤去に要する費用を合理的に

見積もり、資産除去債務を計上しております。 

   フロン回収破壊法に基づき、当該法令に定める範囲の除去に要する費用を合理的に

見積もり、資産除去債務を計上しております。 

   放射性同位元素等の規制に関する法律に基づき、当該法令に定める範囲の除去に要

する費用を合理的に見積もり、資産除去債務を計上しております。 

   事務所の用に供している不動産の賃借契約に伴う原状回復義務に基づき、賃貸不動

産の原状回復に要する費用を合理的に見積もり、資産除去債務を計上しております。 

   資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの見込期間は取得時からの耐用年数

（４年から５０年）によっており、割引率は０．００００％から１．５０５０％を採

用しております。 
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当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりです。 

期首残高   ８２，１９０，２１９円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 ６２０，７８５円 

時の経過による調整額 ５２６，９６９円 

資産除去債務の履行による減少額       ２８，８７５円 

期末残高   ８３，３０９，０９８円 

 

当機構は、事業用地等の賃貸借契約に基づき、事業終了時又は退去時における原状

回復に係る義務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確

でなく、将来移転する予定がないものについては、資産除去債務を合理的に見積もる

ことができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。 

 

 

１２．不要財産に係る国庫納付 

  該当事項はありません。

 

 

１３．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

該当事項はありません。 
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